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おかげさまで10周年。 

これからもずっと、 

このまちとともに。 
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CONTENTS

■ごあいさつ 

　皆さまには平素よりみなと銀行をお引き立ていただき、誠にありがとうござ

います。 

　このたび、当行のさまざまな取組や平成21年3月期 第2四半期決算の概要等に

ついてまとめましたミニディスクロージャー誌「ＭＩＮＡＴＯ　ＢＡＮＫ　２００８．９」

を作成いたしました。ご高覧いただき、皆さまの当行に対するご理解をさらに深

めていただければ、幸いに存じます。 

　当行は、来年4月に発足10周年を迎えます。これもひとえにお客さま、地域の

皆さま、株主の皆さまのご支援、ご愛顧の賜物と改めて感謝申し上げます。 

　今後とも地域の皆さまの幅広いニーズにお応えするため、金融サービスの拡

充に努めるとともに、三井住友銀行グループの地域金融機関として、金融・情

報サービスの提供を通じて、地域に貢献してまいります。 

　なお一層のご厚情とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。 

平成20年12月 
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■主要計数計画 
　〔単体〕 

■10の公約 
　（主要施策） 

■スローガン 

■計 画 期 間　平成20年4月1日～平成23年3月31日

■基 本 方 針　1　みなとブランドの醸成

　　　　　　　2　顧客ニーズ対応力の向上

　　　　　　　3　経営管理態勢の強化

　本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、リスク

と不確実性を内包するものであります。将来の業績は、経営環境の変化に伴い、目標対比変化しうることにご留意下さい。

（注1）経費÷コア業務粗利益（業務粗利益から債券関係損益を除く）

（注2）自己資本比率には資本政策等は考慮しておりません

項　目

コア業務純益

当期純利益

ＯＨＲ　　　　　　（注１）

自己資本比率（連結）（注２）

19年度（H20/3期）実績

228億円

42億円

58.8%

9.72%

22年度（H23/3期）計画

240億円

80億円

60%未満

10%程度

「ＭＩＮＡＴＯ 10（テン）」～Ｎｅｘｔ　Ｓｔａｇｅに向けて～

10．継続的成長を支える 

　　人材育成・企業風土 

　　構築 

　お客さま、地域社会、株主、従業員などの 

ステークホルダーの声に真に耳を傾け、その 

声を適切かつ迅速に活かした経営の実践に努 

め、もって企業価値すなわち「みなとブラン 

ドの醸成」に努めてまいります。 

１．お客さま満足度の向上 

２．地域発展への貢献 

３．情報発信力の強化 

みなとブランドの醸成 

　お客さまに、これまで以上に当行の社会的 

存在意義を認めていただけるよう「独自性」 

「優位性」「継続性」をもった商品・サービス 

の提供、提案力の強化、営業基盤の拡充、業務 

改革の継続推進を行ってまいります。 

４．提案力の強化 

５．営業基盤の拡充 

６．業務改革の継続推進 

顧客ニーズ対応力の向上 

　引き続きコンプライアンス優先原則の徹底、 

リスクマネジメントの高度化を図るとともに、 

健全かつ効率的な経営に努め、当行Next  

Stageへの礎を築いてまいります。 

７．コンプライアンス優先原則の徹底 

８．リスクマネジメントの高度化 

９．健全性・効率性の追求 

経営管理態勢の強化 

■中期経営計画「ＭＩＮＡＴＯ 10（テン）」 
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■事業者向けローン商品 

　地域金融機関として、地元企業や個人の皆さまの幅広

い資金ニーズに積極的にお応えするよう心掛けております。

　平成20年9月末の中小企業・個人の皆さまへの貸出金

残高は１兆8,655億円、貸出金全体に占める割合は、

83.3％となりました。

　また、貸出金の地域別で見た内訳は、兵庫県内

17,575億円（78.4％）、大阪府内2,477億円（11.1％）、

東京都内2,355億円（10.5％）となりました。

中小企業の皆さまへのご融資 

兵庫県
17,575（78.4％）

東京都
2,355（10.5％）

大阪府
2,477（11.1％）

個人
6,375（28.5％）

その他
3,753（16.7％）

中小企業
12,279（54.8％）

顧客別貸出金 単位：億円 

地域別貸出金 単位：億円 

■地域の皆さまへのご融資 
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個人の皆さまへのご融資 

　住宅ローンを中心として、個人の皆さまのさまざまな資

金ニーズにお応えするよう心掛けております。

　住宅ローンについては、住宅ローンプラザの活動強化や

全店一斉休日相談会の開催、新商品の開発などにも積極的

に取組んでおります。

　その結果、平成20年9月末の住宅ローン残高は前期末比

67億円増加し、7,170億円となりました。 

 
住宅ローン休日相談会の開催 
　皆さまの住宅購入、住宅ローン相談ニーズにお応えする

ため、平成15年10月より毎月第2、第4日曜日に県内43

ヶ店で休日相談会を開催しております。

■住宅ローン商品 

■個人ローン商品 

西神住宅ローンプラザ（神戸新聞社提供） 
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■地域の皆さまの利便性向上 

店舗新築移転（兵庫支店） 

　平成20年10月14日、兵庫支店を新築移転し、新店

舗で営業を開始いたしました。

　新店舗は、昨年統合した旧湊川支店の跡地に3階建の

店舗を新築し、1階に預金窓口、2階に融資窓口、3階

には各種セミナー・相談会開催のためのセミナールー

ムを設置。また、全自動貸金庫約400個（専用ブース

3室）を完備し、エレベーターや点字ブロック、視覚障

害者対応ＡＴＭを設置するなどバリアフリーにも配慮

した店舗となっています。

　新所在地　神戸市兵庫区水木通１－４－７

　　　（旧兵庫支店より北東約６００ｍ、旧湊川支店跡地）

　電　　話　０７８（５７７）２６３１〈変更なし〉

コンビニＡＴＭ提携の拡大 

　お客さまの利便性向上を図るため、株式会社ローソン・

エイティエム・ネットワークス（本社：東京都品川区

社長：熊谷　智）とローソン店舗等に設置されている

ＡＴＭ（以下「ローソンＡＴＭ」）に関する業務提携

について合意し、平成21年夏頃を目途にサービスを開

始することとなりました。

　当行では、平成18年1月にセブン銀行、平成19年

10月にはイオン銀行と順次提携先を拡大し、ＡＴＭネ

ットワークの充実に努めております。今後とも、お客

さまの利便性向上に取り組んでまいります。

｢ローソンＡＴＭ｣提携概要

１．提携するコンビニＡＴＭ

（１）対象ＡＴＭ　ローソンＡＴＭ

（２）ＡＴＭ運営会社

　　株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークス

（３）ローソンＡＴＭ設置台数（平成20年10月末現在）

　　全国：5,695台（35都道府県）、うち兵庫県内：420台

２．サービス開始時期

　　平成21年夏ごろ

３．サービス内容等

　　ご利用可能時間の拡大等のサービス向上を図って　

　　まいります。
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■中国ビジネスサポート 

｢日本食品展示商談会IN上海｣の開催 

｢上海ビジネス商談会2008｣の開催 

　また、今年の12月には、中国上海市において、当行

を含む地銀13行合同で、製造業を対象としたお取引先

企業向けの商談会「上海ビジネス商談会2008」を開

催いたします。

「上海ビジネス商談会2008」概要

日時　平成20年12月11日（木）　午前9時～午後4時

場所　上海世貿商城（上海マート）7階　展覧会場

　　　中国上海市長寧区延安西路2299号

主催　当行、滋賀銀行、静岡銀行、十六銀行、千葉銀行、

　　　名古屋銀行、南都銀行、西日本シティ銀行、

　　　八十二銀行、百五銀行、広島銀行、北洋銀行、

　　　北国銀行　計13行

特徴　製造業を主とした「逆見本市形式」の商談会

主として、日本の製造業者が中国で調達を希望

する部品のサンプルや図面を展示し、それを製造・

提供できるメーカーを発掘するための商談会

　平成20年7月23日（水）・24日（木）の2日間、中国

上海市において、当行を含む地銀9行合同で、お取引先

企業向けの展示商談会「日本食品展示商談会IN上海」

を開催いたしました。

　この商談会は、日中の食品に関わる多業種の関係者

が一堂に会し、お互いのビジネスチャンスの創出や新

たな交流を目指すものです。今回、日本から約150社

が出展するなか、当行のお取引先から14社が出展され

ました。また、地方銀行が地域を越えて協力することで、

日本食品の展示会としては中国国内最大級となり、2日

間で約2,300名の方が来場されました。

主催　当行、千葉銀行、八十二銀行、広島銀行、

　　　北洋銀行、鹿児島銀行、福岡銀行、

　　　熊本ファミリー銀行、親和銀行　計9行

場所　上海世貿商城（上海マート）１階大展覧会場

　　　中国上海市長寧区延安西路2299号



７ 

■10周年記念の取組 

■環境配慮型金融商品の新規取扱（平成20年10月） 
■環境認証取得の法人向け「みなとエコローン」の取扱

　開始

　以下のいずれかの環境認証を取得されている法人に対し、

　貸出金利を優遇する商品

　　①神戸環境マネジメントシステム（ＫＥＭＳ）

　　②エコアクション２１

　　③ＩＳＯ14001

■個人向け「環境配慮型ローン」の取扱開始

　●みなとエコ住宅ローン

　　新エネ・省エネ機器を備えた住宅を購入・建築され

　　るお客さまを対象とした住宅ローン

　●みなとエコ商品購入ローン

　　新エネ・省エネ機器を購入・設置されるお客さまを

　　対象としたローン

■企業としての環境問題への取り組み 
■｢兵庫県うちエコ診断事業｣への参画

詳しくは、店頭パンフレット又は当行ＨＰをご覧ください。

ＵＲＬ　http://www.minatobk.co.jp/about/minato_10th.html

　当行は、来たる平成21年4月1日に発足10周年を迎え

ます。これもひとえにお客さま、地域の皆さま、株主の

皆さまのご支援、ご愛顧の賜物と、役職員一同深く感謝

しております。

　10周年の節目に、これまでのご支援に対する感謝の気

持ちを表すとともに、皆さまの暮らしや事業に役立つ金融・

情報サービスの提供を通じて、地域金融機関としての機

能を充実させ発展・成長していくという想いをこめて、「お

かげさまで10周年。これからもずっと、このまちととも

に。」をスローガンに、10周年記念の取り組みを進めて

まいりたいと考えております。
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■助成金事業 
「“ＭＩＮＡＴＯ １０”助成金 ～想いを、まちへ。～」の実施 
　この助成金事業は、これまでの当行に対する地域の皆

さまからのご支援に対し感謝をこめた地域貢献事業として、

新規性、独創性に富んだ技術、ビジネスプランにより自

ら事業を行う方に対し、１件あたり最高300万円（総額

1,000万円）を助成するものです。

※募集は終了いたしております。

■｢10×□年後の夢｣作文コンクールの実施 
　夏休み期間中の8月に、兵庫県内在住の小学生を対象

とした作文コンクールを実施しました。｢10×□年後の夢｣

をテーマにした作文を募集したところ、計212通のすば

らしい作品をご応募いただきました。特別審査員として

作家の玉岡かおるさんに加わっていただき、計5名の審

査員により、独創性があるか、表現がいきいきとしてい

るかなどの観点で厳正な審査を行い、最優秀賞1名、優

秀賞5名、佳作10名を選考し、去る10月5日に表彰式を

開催いたしました。

 

1．応募資格 

 

2．助成金額 

3．募集期間 

4．助成先発表 

中小企業、個人事業主の方で、次の2つの要件を共に充たす方 

①新しい技術、ビジネスプランにより自ら事業を行うこと 

②主たる事業所が兵庫県内、大阪府内に所在すること 

応募１件あたり最高300万円（総額1,000万円） 

※但し、助成対象と認定される経費の範囲内 

平成20年10月1日（水）から平成20年12月1日（月）まで 

平成21年4月上旬（予定） 

“ＭＩＮＡＴＯ １０”助成金の概要 

（神戸新聞社提供） 
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■TOPICS

■平成20年7月　がん保険・医療保険の取扱開始 
　平成20年7月1日より、がん保険・医療保険の取扱を

開始いたしました。これにより、「がんの治療や病気ケ

ガによる入院・手術等の医療負担に備えたい」といった

お客さまのニーズにお応えできるようになりました。

　今後とも皆さまの幅広いご要望にお応えするため、商品・

サービスの一層の充実に努めてまいります。

■平成20年10月　オリックス株式会社並びにオリックス
　 環境株式会社とビジネスマッチング契約を締結 
　平成20年10月24日、オリックス株式会社（本社：東

京都港区、社長：梁瀬　行雄）並びにオリックス環境株

式会社（本社：東京都港区、社長：小原　真一）とビジ

ネスマッチング契約を締結しました。

　当行では、お客さまが抱えるさまざまな経営課題のス

ムーズな解決をサポートするため、9月末現在44社とビ

ジネスマッチング契約を締結し、お客さまの事業ニーズ

に対して最適なビジネスパートナーのご紹介に努めてお

ります。

ビジネスマッチング契約概要

１．契約内容　

　工場の統廃合・移転等により発生する多様多種かつ大

　量の機械設備、不用品、廃棄物等の処理を検討されて

　いる当行お取引先企業の紹介。

２．当行お取引先企業のメリット 

　閉鎖される工場の場内設備をオリックスグループが一

　括管理・精算するため、売却（リユース）、リサイクル、

　産業廃棄物の廃棄などの処理毎に個別に生じる手間や

　コストの削減が可能。

　地元神戸の冬の風物詩となった「神戸ルミナリエ」開

催にあわせ、「神戸ルミナリエキャンペーン」を展開し

ております。詳しくは、お近くの支店窓口までお問い合

わせください。

●商品名及び引受保険会社 
 
 
 
 
 
 
［取扱店舗］全店（灘の浜・坊勢出張所を除く） 

保険種類 

がん保険 

医療保険 

　　　　　商品名 

アフラックのがん保険 f（フォルテ） 

ＥＶＥＲ　セレクトプラン 

引受保険会社 

アフラック（アメリカン　 

ファミリー生命保険会社） 

■平成20年11月　神戸ルミナリエキャンペーン実施 

キャンペーン期間　

平成20年11月4日

　～平成20年12月30日
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■商品TOPICS

　当行では、地域の皆さまの多様な資産運用ニーズにお

応えするため、商品ラインナップの充実に努めております。

今年度に入り、個人年金保険 2商品・投資信託 5商品を

新たに追加いたしております。

※平成20年12月1日現在

　詳しくは、お近くの支店の資産運用アドバイザーに

お問い合わせください。

●投資信託

●個人年金保険
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■業績ハイライト〔単体〕 

コア業務純益 
業務粗利益から国債等債券損益と経費を差し引いた
収益で、銀行の本来業務による収益力を示すもので、
一般企業の営業利益に相当する部分です。

用 語 解 説  

損益の状況 

平成20年9月期平成19年9月期平成18年9月期

0

120

40

80

コア業務純益の推移 単位：億円 

108
113

103
　住宅ローンや事業性貸出の残高増加により貸出金利息が

増収となったものの、一方、金利上昇により預金利息が増

加したことに加え、マーケットの影響等により投資信託販

売手数料等が伸び悩み、役務取引等収益が減少となったこ

とから、コア業務純益は前年同期比 10億円減少の 103億

円となりました。

　また、景気低迷に伴うお取引先の倒産や業況悪化により

貸倒引当金繰入額が大幅に増加した結果、経常利益は、前

年同期比90億円減少し △28億円、中間純利益は前年同期

比 65億円減少し △35億円となりました。

■経常利益 　■中間純利益

経常利益、中間純利益の推移 単位：億円 

平成20年9月期平成19年9月期平成18年9月期

△30

60

0

30

48

62

26
30

△28 △35
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貸出金の状況 

預金等の状況 

住宅ローン残高の推移 単位：億円 

平成20年9月末平成20年3月末平成19年9月末

0

23,000

22,000

21,000

貸出金残高の推移 単位：億円 

22,056
22,363 22,407

平成20年9月末平成20年3月末平成19年9月末

0

4,000

6,000

2,000

個人預かり資産残高の推移 単位：億円 

5,782
5,513 5,393

■投資信託 　■外貨預金 　■公共債 　■個人年金

649 701 835

1,925

102

2,530

1,941

101

2,768

1,933

75

3,123

■うち国内預金（個人）

平成20年9月末平成20年3月末平成19年9月末

0

25,000

20,000

15,000

預金残高の推移 単位：億円 

25,305 25,557 25,842

19,826 20,316
20,723

平成20年9月末平成20年3月末平成19年9月末

0

7,500

7,000

6,500

6,921
7,103

7,170

　貸出金残高は、将来の核となる企業の新規開拓に加え、

住宅ローンの推進にも注力した結果、前期末比44億円増加

し、2兆2,407億円となりました。

　住宅ローン残高は、前期末比67億円増加し7,170億円

となりました。

　個人のお客さまの多様な資産運用ニーズにお応えするため、

預金をはじめ投資信託、外貨預金、個人年金保険などの資

産運用のご相談に積極的に対応いたしました。

　その結果、預金残高は、前期末比285億円増の2兆

5,842億円となり、とりわけ個人預金の残高は、前期末比

407億円増加し、2兆723億円となりました。

　個人預かり資産残高は、個人年金保険については順調に

増加したものの、株式市場の低迷等の影響により投資信託

が減少したため、前期末比120億円減少の5,393億円とな

りました。
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　平成20年9月末の自己資本比率は、単体：9.42％（前

期末比△0.29％）、連結：9.37％（同△0.35％）となり

ました。

　国内基準適用行である当行に求められております4%を

大幅に上回る水準を確保しております

　当行では、株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）から、長期

優先債務格付け「Ａ－」、ムーディーズ・インベスターズ・

サービス（Moody's）から、長期預金格付け「Ａａ2」を取得

いたしております。

　中立的な第三者による評価である格付けを取得することで、

投資家や株主の皆さま、並びにお客さまに当行の収益性や

健全性の判断基準を提供し、当行への理解をさらに深めて

いただきたいと考えております。

■日本格付研究所（JCR）
　長期優先債務格付け「Ａ－」

■ムーディーズ（Moody's）
　長期預金格付け「Ａa2」

平成20年9月末平成20年3月末平成19年9月末

0

10.00

8.00

6.00

2.00

4.00

9.56

■連結 　■単体（単位：％）

自己資本比率 
銀行の健全性・安全性を示す指標のひとつで海外に
支店を持たない銀行は、国内基準で4％以上を確保す
ることが求められています。

用 語 解 説  

格付け 
企業が発行する債券や預金等の元利金が約束どおり
支払われる確実性の度合いを、中立的な第三者であ
る格付機関が簡潔な記号で表したものです。

用 語 解 説  

外部格付機関による当行の評価 

9.56 9.37 9.42
9.72 9.71

自己資本比率の状況（国内基準） 

D

C C

Ca CC

Caa CCC

B B

Ba BB

Baa BBB

A A

Aa AA

Aaa AAA
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　景気低迷に伴うお取引先の倒産や業況悪化により、金融
再生法に基づく開示債権額は、20年3月末比279億円増
加し、922億円となりました。これにより、開示債権比
率（総与信に占める開示債権額の比率）は20年3月末比
1.22％上昇し4.02％となりました。尚、開示債権につ
いては87.40％が担保・保証等及び引当金により保全さ
れております。

■破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ■危険債権 ■要管理債権 

総与信残高に占める比率

平成20年9月末平成20年3月末平成19年9月末

0

1,200

600

400

200

4.00％

3.00％

2.00％

2.72％ 2.80％
4.02％

162 173 185

424

312

262

207

252

201

金融再生法に基づく開示債権額の推移 

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

平成20年9月末
（単体）

危険
債権

要管理
債権 合　計

与 信 残 高

担保・保証等

貸倒引当金

（A）

（B）

（C）

312

221

90

100.00％

424

262

128

92.38％

185

68

33

54.81％

922

553

252

87.40％

引当・保全状況 単位：億円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立
て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対
する債権及びこれらに準ずる債権です。
危険債権 
経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び
経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収
及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。
要管理債権 
3ヶ月以上延滞債権と貸出条件緩和債権です。
（但し、破産更生債権及びこれらに準ずる債権・危険
債権は除く）

用 語 解 説  

保　　全　　率
（B＋C）/（A）

800

1,000

616 643

922

不良債権の状況 

単位：億円 

構成比 単位：億円 

　　　　　　312（1.36％）

危 険 債 権　424（1.84％）

要管理債権　185（0.80％）

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

正常債権
22,014

（95.97％）
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■中間個別財務諸表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間貸借対照表 （平成20年9月30日現在） 

資産の部 

負債の部 

現 金 預 け 金    
コ － ル ロ － ン    
商 品 有 価 証 券    
有 価 証 券    
貸 出 金    
外 国 為 替    
そ の 他 資 産    
有 形 固 定 資 産  
無 形 固 定 資 産  
繰 延 税 金 資 産    
支 払 承 諾 見 返    
貸 倒 引 当 金      
資 産 の 部 合 計  

資 本 金    
資 本 剰 余 金      
資 本 準 備 金   
そ の 他 資 本 剰 余 金   
利 益 剰 余 金    
利 益 準 備 金  
そ の 他 利 益 剰 余 金  
別 途 積 立 金  
繰 越 利 益 剰 余 金  

自 己 株 式      
株 主 資 本 合 計  
その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  
評 価・換算差額等合計  
純 資 産 の 部 合 計  
負債及び純資産の部合計 

預 金    
譲 渡 性 預 金    
債券貸借取引受入担保金 
借 用 金    
外 国 為 替    
社 債  
そ の 他 負 債    
未 払 法 人 税 等  
リ ー ス 債 務  
そ の 他 の 負 債  
賞 与 引 当 金    
退 職 給 付 引 当 金    
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  
預 金 払 戻 引 当 金  
支 払 承 諾    
負 債 の 部 合 計  

36,183 
4,329 
677 

445,059 
2,240,765 
5,496 
25,399 
35,458 
3,705 
16,074 
19,107 

△34,284 
2,797,973

2,584,293 
7,564 
4,933 
57,662 
176 
5,000 
20,449 
205 
399 

19,843 
922 
3,667 
231 
606 

19,107 
2,704,613

27,484 
49,483 
27,430 
22,053 
16,076 
53 

16,022 
2,325 
13,697 
△118 
92,925 
521 
△85 
435 

93,360 
2,797,973

純資産の部 

中間損益計算書 自 平成20年4月  1日 至 平成20年9月30日 （　　　　　　　　　 ） 

経 常 収 益    
資 金 運 用 収 益   
（ うち 貸 出 金 利 息 ） 
（うち有価証券利息配当金）  
役 務 取 引 等 収 益   
そ の 他 業 務 収 益   
そ の 他 経 常 収 益    
経 常 費 用    
資 金 調 達 費 用   
（ う ち 預 金 利 息 ）  
役 務 取 引 等 費 用   
そ の 他 業 務 費 用   
営 業 経 費   
そ の 他 経 常 費 用    
経 常 損 失 （ △ ） 
特 別 利 益    
償 却 債 権 取 立 益    
特 別 損 失    
固 定 資 産 処 分 損    
税引前中間純損失（△） 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額    
法 人 税 等 合 計    
中 間 純 損 失（ △ ）  

35,233 
27,501 

（24,782） 
（2,377） 
5,791 
960 
980 

38,048 
4,772 

（3,650） 
1,960 
138 

17,228 
13,947 
△2,814 

18 
18 
410 
410 

△3,206 
81 
285 
367 

△3,573

利 益 剰 余 金  
利 益 準 備 金  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
当中間期変動額合計 

当 中 間 期 末 残 高  
その 他 利 益 剰 余 金  
別 途 積 立 金  
前 期 末 残 高  
当中間期変動額  
当中間期変動額合計 

当中間期末残高  
繰 越 利 益 剰 余 金  
前 期 末 残 高  
当中間期変動額  
剰余金の配当  
中間純損失（△） 
当中間期変動額合計 

当中間期末残高  
利 益 剰 余 金 合 計  
前 期 末 残 高  
当中間期変動額  
剰余金の配当  
中間純損失（△） 
当中間期変動額合計 

当中間期末残高  
自 己 株 式  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 取 得  
当中間期変動額合計 

当 中 間 期 末 残 高  
株 主 資 本 合 計  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  
中 間 純 損 失（ △ ） 
自 己 株 式 の 取 得  
当中間期変動額合計 
当 中 間 期 末 残 高  

評 価 ・ 換 算 差 額 等  
その他有価証券評価差額金 
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） 
当中間期変動額合計 

当 中 間 期 末 残 高  
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） 
当中間期変動額合計 

当 中 間 期 末 残 高  
評 価 換 算差額等合計  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） 
当中間期変動額合計 

当 中 間 期 末 残 高  
純 資 産 合 計  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  
中 間 純 損 失（ △ ） 
自 己 株 式 の 取 得  
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） 
当中間期変動額合計 

当 中 間 期 末 残 高  

 
 

53 
 

― 
53 
 
 

2,325 
 

― 
2,325 

 
18,913 

 
△1,642 
△3,573 
△5,215 
13,697 

 
21,291 

 
△1,642 
△3,573 
△5,215 
16,076 

 
△114 

 
△3 
△3 

△118 
 

98,144 
 

△1,642 
△3,573 
△3 

△5,219 
92,925 

 
 

△467 
 

988 

988 
521 
 

△50 
 

△34 

△34 
△85 

 
△518 

 

954 

954 
435 
 

97,625 
 

△1,642 
△3,573 
△3 

954 

△4,265 
93,360

中間株主資本等変動計算書 自 平成20年4月  1日 至 平成20年9月30日 （　　　　　　　　　 ） 
株 主 資 本  
資 本 金  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
当中間期変動額合計 

当 中 間 期 末 残 高  
資 本 剰 余 金  
資 本 準 備 金  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
当中間期変動額合計 

当 中 間 期 末 残 高  
その 他 資 本 剰 余 金  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
当中間期変動額合計 

当 中 間 期 末 残 高  
資 本 剰 余 金 合 計  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
当中間期変動額合計 

当 中 間 期 末 残 高  
 

 
 

27,484 
 
― 

27,484 
 
 

27,430 
 
― 

27,430 
 

22,053 
 
― 

22,053 
 

49,483 
 
― 

49,483

（単位：百万円）
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。 ■中間連結財務諸表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間連結貸借対照表 （平成20年9月30日現在） 

資産の部 

負債の部 

現 金 預 け 金    
コ－ルロ－ン及び買入手形   
買 入 金 銭 債 権  
商 品 有 価 証 券    
有 価 証 券    
貸 出 金    
外 国 為 替    
リ ー ス 債 権 及 び  
リ ー ス 投 資 資 産  
そ の 他 資 産    
有 形 固 定 資 産  
無 形 固 定 資 産  
繰 延 税 金 資 産    
支 払 承 諾 見 返    
貸 倒 引 当 金      
資 産 の 部 合 計  

資 本 金  
資 本 剰 余 金  
利 益 剰 余 金  
自 己 株 式  
株 主 資 本 合 計  
その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  
評 価・換算差額等合計  
少 数 株 主 持 分  
純 資 産 の 部 合 計  
負債及び純資産の部合計 

預 金  
譲 渡 性 預 金  
債券貸借取引受入担保金 
借 用 金  
外 国 為 替  
社 債  
そ の 他 負 債  
賞 与 引 当 金  
退 職 給 付 引 当 金  
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  
預 金 払 戻 引 当 金  
支 払 承 諾  
負 債 の 部 合 計  

36,192 
4,329 
7,080 
677 

441,828 
2,237,650 
5,496 

6,166 

34,533 
35,563 
3,571 
17,147 
19,689 

△37,582 
2,812,343

2,581,841 
7,564 
4,933 
57,662 
176 
5,000 
35,373 
1,044 
3,730 
251 
606 

19,689 
2,717,873

27,484 
49,483 
16,512 
△118 
93,361 
552 
△85 
466 
642 

94,470 
2,812,343

純資産の部 

自 己 株 式  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 取 得  
当中間期変動額合計 
当 中 間 期 末 残 高  
株 主 資 本 合 計  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  
中 間 純損失（ △ ） 
自 己 株 式 の 取 得  
当中間期変動額合計 
当 中 間 期 末 残 高  

評 価 ・ 換 算 差 額 等  
その他有価証券評価差額金 
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 
当中間期変動額合計 
当 中 間 期 末 残 高  
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 
当中間期変動額合計 
当 中 間 期 末 残 高  
評 価換算差額等合計  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 
当中間期変動額合計 
当 中 間 期 末 残 高  
少 数 株 主 持 分  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 
当中間期変動額合計 
当 中 間 期 末 残 高  
純 資 産 合 計  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  
中 間 純損失（ △ ） 
自 己 株 式 の 取 得  
株主資本以外の項目の 
当中間期変動額（純額） 
当中間期変動額合計 
当 中 間 期 末 残 高  

 
△114 

 
△3 
△3 

△118 
 

99,512 
 

△1,642 
△4,505 
△3 

△6,151 
93,361 

 
 

△403 
 

955 

955 
552 
 

△50 
 

△34 

△34 
△85 

 
△454 

 

920 

920 
466 
 

794 
 

△152 

△152 
642 
 

99,852 
 

△1,642 
△4,505 
△3 

768 

△5,382 
94,470

中間連結株主資本等変動計算書 自 平成20年4月  1日 至 平成20年9月30日 （　　　　　　　　　 ） 
株 主 資 本  
資 本 金  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
当中間期変動額合計 
当 中 間 期 末 残 高  
資 本 剰 余 金  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  

当 中 間 期 末 残 高  
利 益 剰 余 金  
前 期 末 残 高  
当 中 間 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  
中 間 純損失（ △ ） 
当中間期変動額合計 
当 中 間 期 末 残 高  

 
 

27,484 
 
－ 

27,484 
 

49,483 
－ 

49,483 
 

22,659 
 

△1,642 
△4,505 
△6,147 
16,512

中間連結損益計算書 自 平成20年4月  1日 
至 平成20年9月30日 （　　　　　　　　　 ） 

経 常 収 益    
資 金 運 用 収 益   
（ うち 貸 出 金 利 息 ）  
（うち有価証券利息配当金）  
役 務 取 引 等 収 益   
そ の 他 業 務 収 益   
そ の 他 経 常 収 益    
経 常 費 用    
資 金 調 達 費 用   
（ う ち 預 金 利 息 ）  
役 務 取 引 等 費 用   
そ の 他 業 務 費 用   
営 業 経 費   
そ の 他 経 常 費 用    
経 常 損 失 （ △ ）    
特 別 利 益    
償 却 債 権 取 立 益   
特 別 損 失    
固 定 資 産 処 分 損    

税金等調整前中間純損失（△） 
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額    
法 人 税 等 合 計    
少 数 株 主 損 失（ △ ） 
中 間 純 損 失（ △ ） 

38,109 
28,024 

（25,116） 
（2,386） 
6,794 
2,331 
960 

41,329 
4,762 

（3,647） 
1,688 
1,311 
18,014 
15,552 
△3,219 

28 
28 
410 
410 

△3,602 
266 
781 
1,048 
△145 
△4,505

（単位：百万円）



１７ 

■当行の概要 

取締役頭取  
（ 代 表 取 締 役 ） 

取締役副頭取 
（ 代 表 取 締 役 ） 

専務取締役  
（ 代 表 取 締 役 ） 

常務取締役  

常務取締役  

常務取締役  

取締役（非常勤） 

常勤監査役  

常勤監査役  

監 査 役  

監 査 役  

監 査 役  

常務執行役員 

常務執行役員 

常務執行役員 

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員 

籔 　 本 　 信 　 裕   

尾 　 野 　 俊 　 二   

竹 　 内 　 健 　 二   

藤 　 原 　 　 　 博  

今 　 西 　 昭 　 文  

井 　 上 　 嗣 　 朗  

太 　 田 　 敏 　 郎  

庵 　 原 　 敬 　 吾  

今 　 橋 　 正 　 隆  

岡 　 田 　 信 　 吾  

津 　 田 　 貞 　 之  

長 　 手 　 　 　 務  

吉 　 田 　 博 　 己  

森 　 　 　 　 　 薫  

後 　 藤 　 盛 　 次  

正 　 木 　 誠 　 司  

丸 　 尾 　 秀 　 樹  

原 　 　 　 一 　 馬  

小 　 原 　 泰 　 樹  

菱 　 田 　 信 　 之  

須 　 方 　 　 　 輝  

水 　 嶋 　 輝 　 雄  

渡 　 辺 　 真 　 悟  

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 

※ 

※印の取締役は、執行役員を兼務しております。 

（平成20年9月30日現在） 経営理念 

名 称  

本店所在地   

電 話 番 号  

店 舗 数   

 

従 業 員 数  

資 本 金  

総 資 産  

預 金  

貸 出 金  

自己資本比率 
（国内基準） 
 

格 付 け 

株式会社　みなと銀行 

〒651-0193 
神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 

078-331-8141（代表） 

108ヵ店 
　兵庫県  103ヵ店 
　大阪府  4ヵ店 
　東京都  1ヵ店 

2,027人 

274億円 

2兆7,979億円 

2兆5,842億円 

2兆2,407億円 

単体　9.42％　連結　9.37％　 
 

長期優先債務格付け「Ａ－」 
（株式会社日本格付研究所） 

長期預金格付け「Ａａ2」 
（ムーディーズ・インベスターズ・サービス） 

（平成20年9月30日現在） 
会社概要 

役　員 

地域のみなさまとともに歩みます 
 

金融・情報サービスの提供を通じて、 
地域に貢献します 



持　株　数 
（千株）

持株比率  
（％）

184,828 

17,593 

10,501 

6,661 

6,577 

6,220 

5,757 

5,427 

5,263 

5,203

株式会社三井住友銀行 

みなと銀行共栄会 

日本生命保険相互会社 

ニッセイ同和損害保険株式会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4G） 

三井住友海上火災保険株式会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

みなと銀行従業員持株会 

住友生命保険相互会社 

 

44.97 

4.28 

2.55 

1.62 

1.60 

1.51 

1.40 

1.32 

1.28 

1.26

（平成20年9月30日現在） （平成20年9月30日現在） 

10,421名 

410,940,977株 

株 主 数  

発行済株式の総数 

注1．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。 
　2．持株比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 
　3．株式会社三井住友銀行の持株数には、同行が退職給付信託の信託財産と

して拠出し、議決権行使の指図権を留保している当行株式165,500千株（持
株比率40.27％）を含んでおります。なお、株主名簿上の名義は「日本トラ
スティ・サービス信託銀行株式会社（中央三井アセット信託銀行再信託分・
株式会社三井住友銀行退職給付信託口）」であります。 

株式の状況 大株主 

１８ 

株式のご案内
■決算期 
　毎年3月31日
■定時株主総会 
　毎年4月1日から3か月以内に開催します。
■単元株式数 
　1,000株
■配当金受領株主確定日 
　3月31日および中間配当を行うときは9月30日といたします。
＊配当金のお受け取りは、みなと銀行の預金口座振込をご利用
いただきますと早くて便利です。

■基準日 
　定時株主総会　毎年3月31日
　その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日
■公告方法 
　神戸新聞および日本経済新聞に掲載
　＊決算公告については当行ホームページに掲載いたします。 
■株式上場市場 
　東京証券取引所　市場第一部　　大阪証券取引所　市場第一部

■株式事務取扱場所 
　株主名簿管理人　東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
　　　　　　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社 
　同事務取扱場所　〒530－0004
　（お問い合わせ先）　大阪市北区堂島浜一丁目1番5号
　　　　　　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
　　　　　　　　　電話 0120－094－777（通話料無料）
　同　取　次　所　三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店（下記ご注意ご参照）

株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱UFJ信託銀
行の電話およびインターネットにより24時間承っておりま
す。なお、株券電子化実施後は、特別口座に記録された株式
についてのお手続用紙のみとなりますので、ご留意ください。
電話（通話料無料）0120－244－479（本店証券代行部）
　　　　　　　　　0120－684－479（大阪証券代行部） 

　　　　　　　　　インターネットホームページ http://www.tr.mufg.jp/daikou/
（ご注意）
　株券電子化後、株主様の各種お手続きは、原則として口座を開設されている証券会社経由で行
っていただくこととなるため、株主名簿管理人の「取次所」は株券電子化の実施時をもって廃止
いたします。
　なお、未受領の配当金のお支払いにつきましては、引き続き株主名簿管理人である三菱UFJ信
託銀行の全国本支店でお支払いいたします。

所有者別単元株式数（単位：千株） 

地域別単元株式数（単位：千株） 

金融機関 
268,303（65.41％） 

個人・その他 
59,659（14.55％） 

外国法人等 
15,527（3.79％） 

その他の法人 
65,521（15.97％） 

金融商品取引業者 
1,163（0.28％） 

北海道・東北 
945（0.23％） 

関東 
274,089（66.82％） 

中部 
1,100（0.27％） 

中国・四国 
2,880（0.70％） 

九州 
1,536（0.38％） 

近畿 
114,248（27.85％） 
その他近畿 
26,109（6.36％） 

その他 
15,375（3.75％） 

神戸市 
59,594（14.53％） 
兵庫県（神戸市を除く） 
28,545（6.96％） 



発行　平成20年12月 
　　　株式会社みなと銀行　企画部 調査広報室 
　　　〒651－0193　神戸市中央区三宮町2丁目1番1号 
　　　　　　　　　　TEL.078（331）8141（代表） 
　　　ホームページ：http://www.minatobk.co.jp

株券電子化前後における単元未満株式買取請求について 
　株券電子化の前後においては、単元未満株式買取請求につきまして、以下のとおりとなりますので、
ご留意ください。 
（１）証券保管振替制度をご利用でない単元未満株式 
　平成21年1月5日（月）から平成21年1月25日（日）までは、受付をいたしません。 
また、平成20年12月25日（木）から12月30日（火）までのご請求受付分につきましては、買取価格は
ご請求受付日の終値を適用いたしますが、買取代金のお支払いを平成21年1月30日（金）とさせてい
ただきます。 
（２）証券保管振替制度をご利用の単元未満株式 
　株券電子化実施の前後において、一定期間お取引の証券会社で取次ぎを行わないと承っております。 
具体的な日程につきましては、証券会社により異なることが考えられますので、お取引の証券会社に
お問い合わせください。 


	表紙
	ごあいさつ
	中期経営計画「MINATO 10」
	地域の皆さまへのご融資
	地域の皆さまの利便性向上
	中国ビジネスサポート
	１０周年記念の取組
	TOPICS
	商品TOPICS
	業績ハイライト〔単体〕
	中間個別財務諸表
	中間連結財務諸表
	当行の概要

